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代表契約者制度について
～第９回会合における議論を踏まえた見直し～

資料 ６



1１．指摘事項について

【指摘事項４】
代表契約者制度における「連帯責任」の対象・非対象の具体事例及び「帰属」

「協議」の考え方、これらを反映した約款の修正方針

【代表契約者制度について】

電気事業分科会 第４回制度環境小委員会（資料３）抜粋



2２．代表契約者制度の見直しについて（連帯責任の範囲）
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接続供給契約
＜複数の契約者、一般送配電事業者間で締結＞

【 現行 】
全ての金銭債務に関して、契約者全員が連帯責任を負う

【 見直し後 】
責任範囲を特定できない金銭債務
⇒ 契約者全員が連帯して責任を負う

・接続対象計画差対応電力料金（インバランス料金）
・給電指令時補給電力料金
・上記に係る延滞利息、保証金

責任範囲を特定できる金銭債務
⇒ 契約者ごとに責任を負う

・接続送電サービス料金
・臨時接続送電サービス料金
・予備送電サービス料金
・上記に係る延滞利息、保証金
・工事費負担金
・契約超過金（ピークオーバー）
・違約金
・その他金銭債務

【連帯責任の範囲について】
責任範囲を特定できない金銭債務(供給地点ごとに設定できない料金等)は、連帯責任あり
責任範囲を特定できる金銭債務(供給地点ごとに設定される料金等)は、連帯責任なし

契約者-B

契約者-C

契約者-A
（代表契約者）

・・・ 供給地点（需要地点）
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＜託送供給等約款＞
4 代表契約者の選任
・・・この約款に定める金銭債務（代表契約者に属するものといたします。ただし，代表契約者と

当社との協議が整った場合は，接続送電サービス料金，臨時接続送電サービス料金または予備送電サ
ービス料金等に係る金銭債務については，当該金銭債務に係る供給地点において電気の供給を受ける
契約者に属するものとすることができます。）の支払い等は，代表契約者を通じて行なっていただき
ます。・・・（以下略）

35 連帯責任
１接続供給契約において契約者が複数となる場合は，接続供給契約の履行に関し，複数の契約者全員が連
帯して責任を負うものといたします。

３．託送供給等約款の修正方針

御指摘を踏まえ、以下方針に沿った約款規定の修正が必要と考えます。
・「35 連帯責任」において、「協議が整った場合は、責任範囲を特定できる
金銭債務の連帯責任は求めない」旨を明確化。

・上記修正にともない、「4 代表契約者の選任」における「代表契約者および
契約者への金銭債務の帰属」にかかる記載は削除。
なお、託送にかかる契約を締結する際には、双方合意とするために協議を実施
しており、代表契約締結においても同様に、連帯責任に関して双方の認識に齟
齬がないことを確認するため「協議が整った場合」としております。

※上記より「契約者ごとに責任を負う金銭債務を除くこと」について規定を追加。

※金銭債務の帰属先については「35 連帯責任」の項において明確化するこ
とから、下線部は削除の方向。


